
 

 

令和８年度６月補正予算案（追加提案）の概要 

 

 

 

１ 基本的な考え方 

国補正予算に対応して、中東情勢の影響によるエネルギー価格高騰への負担軽減を図るため、

ＬＰガス使用世帯や特別高圧を受電する中小企業等への支援に必要な予算を計上するもの。 

 

 

 

２ 補正予算の規模 

（単位：百万円） 

区 分 
現計 

Ａ 

補正予算 

Ｂ 

補正後計 

Ａ＋Ｂ 

一般会計 １，３５９，９２４   ８３３ １，３６０，７５７ 

 ・今回の補正予算に係る財源は、全額が特定財源となっている。 

 

 

３ 事業                        （単位：百万円） 

  ○エネルギー価格高騰対策                       ８３３ 

    ・ ＬＰガス料金負担軽減支援事業                     ６５２ 

（ＬＰガス使用世帯等に対する料金負担軽減のための支援） 

    ・ 特別高圧受電施設等電気料金支援事業                  １８１ 

(特別高圧契約で受電する中小企業等に対する料金負担軽減のための支援) 
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ＬＰガス販売事業者を通じてＬＰガス料金の値引きを行い、物価高に伴う一般消費者等
の負担軽減を図ります。

ＬＰガス料金負担軽減支援事業

令和８年度 ６月補正予算案 PP

【Ｒ8.6月補正予算額 652百万円】 防災・危機管理部消防安全課産業保安室（029-301-3594）

【支援対象】
県内一般消費者等（約80万世帯）
※ＬＰガス販売事業者を通じて支援

【支援対象期間・単価】

【補助方法】
ＬＰガス販売事業者に対し、ＬＰガス
料金の値引き実績に応じて補助

ＬＰガス
販売事業者

県内
一般消費者等

＜支援の仕組み＞

茨城県

①交付申請
④実績報告

②交付決定
⑤補助

③値引き（700円）

支援単価支援対象期間

700円／世帯２０２６年７～９月分

国の電気料金支援の対象外となっている特別高圧契約で受電する事業者等に対し、電気
料金の一部を支援することにより、物価高に伴う中小企業等の負担軽減を図ります。

特別高圧受電施設等電気料金支援事業

令和８年度 ６月補正予算案 PP

【Ｒ8.6月補正予算額 181百万円】 産業戦略部中小企業課経営支援室（029-301-3550）

【支援対象】
特別高圧契約で受電する中小企業（商業施設等に入居するテナント含む）等、病院

【支援対象期間・単価】

【補助方法】
中小企業等に対し、電力量使用実績に応じて補助
（２０２６年１０月以降）

支援単価支援対象期間

1.8 円／kWh２０２６年７月、９月分

2.3 円／kWh２０２６年８月分
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